
様式第１（第７条関係）
　　　年　　　月　　　日　

東　京　都　知　事　　殿

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　


　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業
補助金交付申請書　


　標記の補助金に係る事業を下記のとおり行うので、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第７条の規定により、補助金の交付を申請します。


記

１　補助金交付申請額
　　金　　　　　　　　　　　　　　円

２　事業計画名
    

３　経費明細

[bookmark: _MON_1648020374]　　（添付書類）
（１）対象区域の現状と課題・事業目的と効果・事業スケジュール・事業内容のわかる資料
（２）補助対象経費に係る見積書等


様式第２（第７条関係）


誓　約　書

東 京 都 知 事　　殿


令和8年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。
また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第１８条の規定により補助金等の交付の決定の取消しを受けた場合において、同要綱第１９条の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。
あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされることに同意いたします。


年　　　月　　　日

                                      所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　                  名称

                                   
   代表者　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊　この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。
　・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者
　・　暴力団員を雇用している者
　・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者
　・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者
　・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者



様式第３（第８条関係）

第　　　　号
　年　　　月　　　日

　殿

東京都知事名　　　　　　



　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業
補助金交付決定通知書


　年　　月　　日付けで申請のあった、　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金については、下記により交付することを通知する。


記


１　交付決定額
　　金　　　　　　　　　　　円

２　補助事業の内容
　　この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助金交付申請書の記載に基づく事業とする。

３　補助対象経費
補助対象経費は、補助金交付申請書に記載のとおりとする。

４　補助金の交付条件
(１) 状況報告 
コンソーシアムは、補助事業の遂行状況について、知事の要求があったときは、速やかに補助事業等遂行状況報告書を提出しなければならない。
(２) 遂行命令等
知事は、コンソーシアムが提出する報告書、地方自治法（昭和22年法律第67号）第221条第２項の規定による調査等により、補助事業がこの交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、コンソーシアムに対し、当該補助事業を遂行すべきことを命じるものとする。
２　コンソーシアムが前項の命令に違反したときは、知事は、コンソーシアムに対し、当該補助事業の一時停止を命じることができる。

（３）実績報告 
  　コンソーシアムは、補助事業が完了したとき又は補助対象期間が終了したときは、必要な書類等を添えて、速やかに補助事業実績報告書を都に提出しなければならない。
(４) 補助金額の確定 
知事は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じ現地調査等を行い、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定額通知書によりコンソーシアムに通知するものとする。
２　前項の規定により交付すべき補助金の額は、事業の経費区分ごとに第６条第1項及び第２項の規定により算出する額の合計額又は交付決定額のいずれか低い額とする。
３　飛行実証が実施できなかった場合は、飛行実証の実施が困難であると判明した日までの経費を補助金の額とする。なお、細部は別途定める。
(５) 是正のための措置 
知事は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち、補助金を支払うものとする。補助金の支払を受けようとするときは、コンソーシアムは補助金請求書を都に提出しなければならない。
(６) 決定の取消し 
知事は、コンソーシアムが次の各号のいずれかに該当した場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
ア　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
イ　補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 
ウ　その他補助金の交付決定の内容、これに付した条件又は法令の規定等に違反したとき。
エ　コンソーシアムの責めに帰すべき理由により承認計画の中止若しくは大幅な変更をしたとき
オ　飛行実証が年度内に実施できないと確定したとき
カ　交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当することが判明したとき
(７) 補助金の返還 
ア　知事は、補助金の交付決定を取り消した場合において、補助対象事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、別に定める期限内にその返還を命ずる。
イ 　(４)の規定により交付すべき補助金の額が確定した場合において、既にその金額を超える補助金が交付されているときは、その超過額を知事へ速やかに返還しなければならない。
(８) 違約加算金 
コンソーシアムは、(６)に掲げる事由により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消され、補助金を返還することとなったときは、その返還に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、当該補助金の額につき、年10.95パーセントの割合で計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 
(９) 延滞金 
ア　コンソーシアムは、(７)アの規定に基づき補助金を返還することとなった場合において、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じて、その未納額につき年10.95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 
イ　コンソーシアムは、(７)イの規定に基づき補助金を返還することとなった場合において、知事が納期限を定めて支払を催促したにもかかわらず、これを納期日までに納付しなかったときは、アの規定を準用する。 
(10) 申請の撤回 
当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に異議があるときは、 この交付決定の通知受領後14日以内に、申請を撤回することができる。 
(11) 雑則 
補助金の交付に関しては、(１)から(10)までに定めるもののほか、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金補助金交付要綱（令和　年　月１日付　デ推推第　　号）及び東京都補助金等交付規則（昭和37年東京都規則第141号）の定めるところによる。


様式第４（第１０条第１項関係）
　　年　　月　　日

　　東　京　都　知　事　　殿
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　


　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業
補助金変更申請書


年　　月　　日付　　　　第　　　号をもって交付決定を受けた標記事業について、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第10条第１項の規定のとおり、変更の承認を申請する。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　記


１　事業計画名


２　変更の内容及び理由
　　

３　経費明細



様式第５（第１０条第４項関係）
第　　　　号
　年　　　月　　　日

　殿


東京都知事名　　　　　


　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金
に係る補助事業の変更承認（＊不承認）について


年　　月　　日付けで申請のあった標記事業の内容変更について、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第10条第４項の規定に基づき、下記のとおり承認（＊不承認と）する。


記


１　承認（＊不承認）内容




２　付帯条件









様式第６（第１１条第１項関係）
第　　　号
　　年　　月　　日

　　東　京　都　知　事　　殿
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　


　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金
中止申請書


年　　月　　日付　　　　第　　　号をもって交付決定を受けた標記事業について、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第11条第１項の規定のとおり、中止の承認を申請する。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　記


１　中止の内容




２　中止の理由











様式第７（第１１条第３項関係）
第　　　　号
　年　　　月　　　日

　殿


東京都知事名　　　　　


　　　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金に係る
補助事業の中止承認（＊不承認）について


年　　月　　日付けで申請のあった標記事業の内容変更について、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第11条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認（＊不承認と）する。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　記


１　承認（＊不承認）内容



２　付帯条件










様式第８（第１２条関係）

　
　　　年　　　月　　　日　

東　京　都　知　事　　殿
所在地
名　称
代表者　　　　　　　


　　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金
に係る補助事業遂行状況報告書


　　年　　月　　日付　　　　第　　　号により交付決定通知のあった標記補助金に係る補助事業の遂行状況について、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第12条の規定により、下記のとおり報告します。


記


１　交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　円


２　交付決定年月日　　　　年　　月　　日


３　補助事業の概要及び遂行状況
　　

４　補助対象経費の使用状況
　　


様式第９（第１４条関係）
　　　　年　　　月　　　日　

東　京　都　知　事　　殿
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　


　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金
に係る補助事業実績報告書

　　年　　月　　日付　　　　第　　　号により交付決定通知のあった標記補助金に係る補助事業が完了したので、令和8年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり補助事業の実績を報告します。

記

１　交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　円
　
２　交付決定年月日　　　　　　　　年　　月　　日

３　補助事業完了年月日　　　　　　年　　月　　日

４　補助事業の成果
　　
５　補助事業に要した経費　　


（添付書類）
支払いを証する書類等補助事業が完了したことを確認できる書類

様式第１０（第１５条第１項関係）

第　　　　号
　年　　　月　　　日

　殿


東京都知事名　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　


　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業
補助金確定額通知書



　年　　月　　日付　　　　第　　　号により交付決定した都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業の補助金については、　　　　年　　月　　日付けをもって提出された実績報告書を審査した結果、補助事業の成果が当該補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認められ、その額を下記のとおり確定したので通知する。


記


１　確定補助金額　　　　　金　　　　　　　　　　円














様式第１１（第１６条関係）　


　
　　　年　　　月　　　日　


東　京　都　知　事　　殿
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　


　　　　年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業
補助金請求書　　


　　年　　月　　日付　　　　第　　　号により確定通知のあった標記補助金に係る補助事業について、令和８年度都市部でのドローン物流サービスの社会実装促進事業補助金交付要綱第16条の規定により、下記のとおり請求します。


記


金　　　　　　　　　　円

（請求額積算根拠）
	
	金　額

	交付決定額
	円

	確定額
	円

	今回請求額
	円




請求書発行権限者の役職名：
氏名：
連絡先（電話番号）：

事務担当者の所属：
役職及び氏名：
連絡先（電話番号）：
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		経費
区分 ケイヒ クブン		交付決定時（変更があった場合は変更後） ゴ										実績報告時 ジッセキ ホウコク ジ

				実施項目 ジッシ コウモク		補助事業に
要する経費 ホジョ ジギョウ ヨウ ケイヒ		補助対象経費 ホジョ タイショウ ケイヒ		補助対象経費の負担区分 ホジョタイショウ ケイヒ フタン クブン				実施項目 ジッシ コウモク		補助事業に
要した経費 ホジョ ジギョウ ヨウ ケイヒ		補助対象経費 ホジョ タイショウ ケイヒ		補助対象経費の負担区分 ホジョタイショウ ケイヒ フタン クブン

										都補助金 ト ホ		事業主体 ジギョウ シュタイ								都補助金 ト ホ		事業主体 ジギョウ シュタイ

						ａ		ｂ		ｃ（ｂ/2・但し1000円未満切捨て） タダ エン ミマン キリス		ｄ（ｂ－ｃ）				ａ		ｂ		ｃ（ｂ/2・但し1000円未満切捨て） タダ エン ミマン キリス		ｄ（ｂ－ｃ）
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